
穂積加工株式会社
（第３３期）

 貸　 借　 対　 照　 表

（２０２０年３月３１日現在）

科　　　　　目 科　　　　　目

＜資産の部＞ 千円 ＜負債の部＞ 千円

【流　動　資　産】 124,804 【流　動　負　債】 86,518

原材料及び貯蔵品 23,609 リース債務 5,188

前払費用 1,935 未払金 63,845

繰延税金資産 未払費用 93

未収入金 預り金 16,028

立替金 99,260 未払消費税等 1,364

未払法人税等

【固　定　負　債】

その他

負 債 計 86,518

【固　定　資　産】 9,689 ＜純資産の部＞

（有形固定資産） 【株主資本】 10,000

建物

車両及び運搬具 （資本金） 10,000

工具器具及び備品

リース資産 【利益剰余金】 37,975

（その他利益剰余金） 37,975

（投資その他資産） 9,689 　繰越利益剰余金 37,975

繰延税金資産 9,689

純 資 産 計 47,975
資　産　合　計 134,493 負債・純資産合計 134,493

注）記載金額は、千円未満を四捨五入して表示している。

金額 金額



（第３３期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（２）棚卸資産
貯　　蔵　　品･･････総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法

（２）リース資産　･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
　　　　　　　　　　　　始日が2008年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引
　　　　　　　　　　　　に係る方法に準じた会計処理によっている。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）消費税等の会計処理方法
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（２）連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用している。

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　　　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された
　　グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが
　　行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の
　　適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会
　　計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針28号）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及
　　び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済株式の総数
　　普通株式 140株


